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 科学技術と社会の関係性は複合的・双方向的に捉えられなければならない。第 1 に、研究開
発の成果が社会に及ぼす影響についてである。ただし、科学技術の提供者（生産者）である科
学者が、その受容者（消費者）である「社会」に配慮しなければならないといった単線的な関














2 2003 年 5 月に独立行政法人農業生物資源研究所北海道農業研究センター（北農研）で始まった GM イネ
の一般圃場試験栽培に端を発する、GM 作物の栽培に関するガイドラインの策定とその発動（2004 年 3







































GM 技術の登場は、直接には 1973 年にコーエン（Stanley N. Cohen）とボイヤー（Herbert W. 
                                                          
3 例えば、サトウタツヤ「『科学的』根拠と社会の反応の関係」（科学、75 巻 1 号、2005 年 1 月、66～
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Boyer）が遺伝子導入による大腸菌の形質転換に成功したことに端を発するが、それを可能にし
たのは 53 年のワトソン（James D. Watson）とクリック（Francis H. Crick）による DNA 構造の
発見である。すべての生物は 4 つの塩基から成る DNA によって構成される。ゆえに特定の生
体反応をコードする DNA 断片＝遺伝子を組み換えれば新形質を有する生物を作り出せると考






















 すでに商品化されている、もしくは商品化が予定されている GM 作物品種を整理した表 2 に
明らかなように、ウイルス抵抗性パパイヤの事例を除き、すべてモンサント、シンジェンタ、
バイエル、ダウ、デュポンの 5 社が開発したものである。これに非 GM 技術を用いて除草剤耐
性品種などを開発・商品化しているＢＡＳＦを含めた 6 社は、世界の農薬市場で圧倒的シェア
を有する多国籍化学企業であり、前記 5 社は種子市場でも徐々にシェアを高めている（表 3）。






                                                          
5 さしあたり、拙著『アグリビジネスと遺伝子組換え作物――政治経済学アプローチ』（日本経済評論社、
2002）を参照されたい。 
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表 1: GM 作物作付面積の世界動向（1996～2004 年，100 万 ha） 
  1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 % 
米国 1.5 8.1 20.5 28.7 30.3 35.7 39.0 42.8 47.6 58.8 
アルゼンチン 0.1 1.4 4.3 6.7 10.0 11.8 13.5 13.9 16.2 20.0 
カナダ 0.1 1.3 2.8 4.0 3.0 3.2 3.5 4.4 5.4 6.7 
ブラジル - - - - - - - 3.0 5.0 6.2 
中国 - - - 0.3 0.5 1.5 2.1 2.8 3.7 4.6 
その他 - 0.2 0.2 0.2 0.4 0.4 0.6 0.8 3.1 3.8 
大豆 0.5 5.1 14.5 21.6 25.8 33.3 36.5 41.4 48.4 61.2 
トウモロコシ 0.3 3.2 8.3 11.1 10.3 9.8 12.4 15.5 19.3 22.9 
綿花 0.8 1.4 2.5 3.7 5.3 6.8 6.8 7.2 9.0 10.6 
菜種・カノーラ 0.2 1.2 2.4 3.4 2.8 2.7 3.0 3.6 4.3 5.3 
除草剤耐性 0.6 6.9 19.8 28.1 32.7 40.6 44.2 49.7 58.6 73.4 
害虫抵抗性 1.1 4.0 7.7 8.9 8.3 7.8 10.1 12.2 15.6 18.0 
両性付与 - - 0.3 2.9 3.2 4.2 4.4 5.8 6.8 8.6 
合計 1.7 11.0 27.8 39.9 44.2 52.6 58.7 67.7 81.0 100.0 
注）その他にはオーストラリア、インド、パラグアイ、南アフリカなど 12 ヵ国（2004）が含まれる。 
出所）C.James, Review: Global Status of Commercialized Biotech/GM Crops: 2004, ISAAA Brief 32, 2004. 
 
表2: GM作物の品種特性と開発主体 
商標 品種特性 開発者 
LibertyLink グルホシネート除草剤耐性 バイエル 
InVigor Hybrid グルホシネート除草剤耐性＋高収量 バイエル 
Navigator（撤回） ブロモキシニル除草剤耐性 アベンティス（現バイエル） 
Roundup Ready グリホサート除草剤耐性 モンサント 




Attribute Bt Sweet 害虫抵抗性（Cry1Ab） シンジェンタ 
NK YieldGard 害虫抵抗性（Cry1Ab） シンジェンタ 
NK KnockOut（撤回） 害虫抵抗性（Cry1Ab） シンジェンタ 
LibertyLink グルホシネート除草剤耐性 バイエル 
StarLink（撤回） 除草剤耐性＋害虫抵抗性（Cry9c） アベンティス（現バイエル） 
Roundup Ready グリホサート除草剤耐性 モンサント 
YieldGard Corn Borer 害虫抵抗性（Cry1Ab） モンサント 
YieldGard Rootworm 線虫抵抗性（Cry3Bb1） モンサント 
NatureGard（撤回） 害虫抵抗性（Cry1Ab） マイコジェン／ダウ 





VipCot 害虫抵抗性（VIP3A） シンジェンタ 
LibertyLink グルホシネート除草剤耐性 バイエル 
Bollgard I 害虫抵抗性（Cry1Ac） モンサント 
Bollgard II 害虫抵抗性（Cry1Ac/Cry2Ab） モンサント 
RoundupReady グリホサート除草剤耐性 モンサント 
綿花
 
WideStrike 害虫抵抗性（Cry1F/Cry1Ac） マイコジェン／ダウ 
Roundup Ready グリホサート除草剤耐性 モンサント 大豆
 開発中・・・除草剤耐性（バイエル），タンパク質機能改良（デュポン） 
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NewLeaf（撤回） 害虫抵抗性（Cry3A）馬鈴薯 モンサント 
NewLeaf-Plus（撤回） ウイルス＋害虫抵抗性（Cry3A）馬鈴薯 モンサント 





出所）Biotechnology Industry Organization 資料，Agbios 資料，業界資料など 
 
表 3: バイオメジャーによる寡占化が進む農薬・種子市場（2003 年，100 万ドル） 
企業 農薬 種子 種子部門 
デュポン（米国） 2,024 2,240 パイオニア･ハイブレッド･インターナショナル 
モンサント（米国） 3,031 1,879 デカルブ，アスグロー，さらにアドヴァンタの一部とセミニスを買収 
シンジェンタ（スイス） 5,507 1,071 シンジェンタ･シーズ（NK，S&G），さらにアドヴァンタの一部を買収 
KWS AG（ドイツ） － 529 （農協系，甜菜に強み） 
リマグラン（フランス） － 497 （農協系，野菜種苗に強み） 
セミニス（米国） － 477 （2005 年，モンサントが買収計画） 
アドヴァンタ（オランダ） － ’02=435 （2004 年，シンジェンタとモンサントが買収） 
サカタのタネ（日本） － 395 （野菜・花に強み，90 年代以降に大規模な海外展開） 
D&PL（米国） － 315 （モンサントの買収は失敗，シンジェンタが接近中） 
バイエル（ドイツ） 5,394 311 バイエル･クロップサイエンシズ（旧アベンティスを継承） 
ダウ（米国） 3,008 204 ダウ･アグロサイエンシズ，マイコジェン 
BASF（ドイツ） 3,569 － （Clearfield ブランド種子の販売額は農薬販売額に含む） 
世界市場規模 27,821 24,000 
上位企業のシェア 81.0% 35.2% 
米国（1997 年）に限れば，上位 4 社の寡占度（CR4）は，トウモロコ
シ種子 69％，大豆種子 42％，綿花種子 92％ 

















                                                          
6 土壌中に生息する昆虫病原細菌で、系統ごとに特異性の高い毒素タンパク質をつくりだす。Bt 菌自体は
微生物農薬として有機農業にも使用されてきた長い歴史をもつ。 





通じた第 2 世代 GM 作物8の研究開発動向が注目される。 





















 前述の表 1 にみられるように、世界の GM 作物作付面積の 6 割近くを米国が占めている。そ
の米国では 2004 年、除草剤耐性大豆が大豆作付面積全体の 85％、除草剤耐性トウモロコシが
トウモロコシ全体の 18％（両性付与品種 5％を含む）、害虫抵抗性トウモロコシが 32％（同）、 
除草剤耐性綿花が綿花全体の 60％（両性付与品種 30％を含む）、害虫抵抗性綿花が 46％
（同）に達した。こうした高い普及率は一般に、農業生産者が GM 技術を高く評価し、その恩
恵にも与っていることを示すものと考えられている。 
                                                          
7 例えば、マイコジェン（ダウ・アグロサイエンシズ）とデカルブ（モンサント）との訴訟は 1996 年か
ら 2004 年まで続けられた。シンジェンタも、モンサントなど他のバイオメジャーを相手どって 2002 年に
訴訟を起こしたが、2004 年に和解している。 
8 油脂や特定アミノ酸などの含有量を調整した高機能性作物。食品・飼料・エタノール原料としての適性
やメリットを謳ったもの。さらに、工業原料や医薬品原料となる物質をつくりだす第 3 世代 GMO の開発
も進められている。 
9 例えば、欧州諸国の科学技術社会論研究者らが参加した欧州委員会助成研究プロジェクト（PABE）の
最終報告書、C.Marris et al., Public Perceptions of Agricultural Biotechnologies in Europe, 2001, が包括的である。 
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しかし、ここで留意しなければならないのは、米国農業が抱えている構造的な格差――一部
の企業的大規模経営と大多数の中小家族経営とへの農民層分解――である。2002 年農業センサ
スによると、農場数で 3.3％を構成するに過ぎない農産物販売額 50 万ドル以上層が総販売額の
62％を占め、逆に農場数で 76.5％を構成する 4 万ドル未満層が総販売額の 5％にとどまるとい
った構造格差を確認することができる（表 4）。しかも、分解の基点が 87 年当時は 10 万ドル

















表 4: 米国における農場数と農産物販売額の販売規模別構成比 
    農場数（1000 戸） 農場数構成比（％） 販売額構成比（％） 
    1982 1987 1992 1997 1997 2002 1982 1987 1992 1997 1997 2002 1982 1987 1992 1997 1997 2002 
 総農場数 2,241 2,088 1,925 1,912 2,216 2,129 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0   100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0   
50 万ドル以上 28 32 47 69 70 71 1.2 1.5 2.4 3.6 3.2 3.3 ↑ 32.5 38.2 45.9 56.6 56.1 61.9 ↑ 
25～50 万ドル 59 61 79 88 92 82 2.6 2.9 4.1 4.6 4.1 3.8 ↓ 15.1 15.2 16.5 15.5 15.8 14.2 ↓ 
10～25 万ドル 216 203 208 189 191 159 9.6 9.7 10.8 9.9 8.6 7.5 ↓ 25.0 22.9 20.1 15.3 15.1 12.7 ↓ 
4～10 万ドル 333 288 249 212 219 189 14.9 13.8 12.9 11.1 9.9 8.9 ↓ 16.5 13.8 10.0 7.0 7.1 6.1 ↓ 
1～ 4 万ドル 508 476 436 391 418 365 22.7 22.8 22.6 20.5 18.8 17.2 ↓ 8.2 7.4 5.6 4.1 3.6 3.7 ↑ 
農産物販売規模別
 
1 万ドル未満 1,096 1,028 907 963 1,226 1,263 48.9 49.2 47.1 50.4 55.3 59.3 ↑ 2.7 2.5 1.9 1.5 1.7 1.4 ↓ 
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表 5: 米国における GM作物品種の影響に関する調査結果 

















ところが、米国農務省（USDA）が 1997～98 年に実施した実態調査を分析した 2002 年の報
告書12は、基本的に農業者利益・環境利益を肯定しつつも、事はそれほど単純ではないことを
示している（表 5）。ただし、同報告書は調査時期が限られており、その後の状況も十分にフ
ォローされていないため、USDA の統計や大学・普及センターなどのデータを用いて 1996 年か
















                                                          
12 J.Fernandez-Cornejo and W.D.McBride, Adoption of Bioengineered Crops, ERS Agricultural Economic Report 
810, May 2002. 
13 北西部科学・環境政策センター（Northwest Science and Environmental Policy Center）所長で、1984～90
年に全米科学アカデミー農業委員会常任理事を務めた。農業経済学の学位を有するが、農業問題コンサル
タントとしての実績もあり、農薬など農業技術の規制問題に精通している。ここで参照した報告書は、
C.M.Benbrook, Genetically Engineered Crops and Pesticide Use in the United States: The First Nine Years, AgBio-
Tech InfoNet Technical Paper 7, October 2004. 
14 M.A.Martinez-Ghersa et al., “Concerns a Weed Scientist Might Have about Herbicide-Tolerant Crops”, Weed 
Technology, 17: 202-210, 2003.    
15 C.Boerboom et al., “Selection of Glyphosate-Resistant Weeds”, Wisconsin Crop Manager, 11 (28): 211-212. 
16 同様の趣旨で問題を論じているものをいくつか紹介しておきたい。「持続的農業システムのなかに適切











 アルゼンチンは米国に次ぐ世界第 2 の GM 作物生産国である。とくに除草剤耐性大豆は大豆
作付面積の 97％に達するとされ、トウモロコシでも 3 割以上が GM 品種に置き換わっていると
いう。アルゼンチン農業は 1990 年代に急速な農業近代化を経験し、1990～99 年に化学肥料消
費量が 8 倍、1993～97 年に除草剤使用量が 3 倍に増えた。もともと輸出向けないし加工向けの
換金作物として導入された大豆作を担っていたのは比較的大規模な農家層だったが、その分解









                                                                                                                                                                          
に位置づけられなければ、バイオテクノロジー自体は持続的プロセスにはなりえない」（S.Krimsky & 
R.P.Wrubel, Agricultural Biotechnology and the Environment, University of Illinois Press, 1996）。「GM 技術は
持続的農業へのシフトをもたらす可能性を有しているが、あくまでも『適切な社会的目標』が商品化（開
発・規制・実用）のプロセスに先行していることが条件である」（R.Welsh, “Testimony to the NRC’s Board”, 





しまうことにもなる」（J.Rissler & M.Mellon, the Union of Concerned Scientists, The Ecological Risks of Engi-
neered Crops, MIT Press, 1999. 訳は阿部・小笠原・保木本、合同出版、1999）。 
17 C.M.Benbrook, Troubled Times Amid Commercial Success for Roundup Ready Soybeans, AgBioTech InfoNet 
Technical Paper 4, May 2001. 
18 R.W. Elmore et al., “Glyphosate Resistant Soybean Cultivar Yields Compared with Sister Lines”, Agronomy Jour-
nal, 93: 408-412, 2001.  
19 アイオワ州立大学経済学部教授で、農業・資源経済学および農業普及の専門家として同大学農業普及セ
ンターやレオポルド持続的農業センターの要職にも就いている。 
20 V.Lehmann and W.A.Pengue, “Just another step in a technology treadmill?” Biotechnology and Development 
Monitor, 43: 11-14. 

















2002 年度の調査は、ワランガル地区の Bt 綿花栽培農家 21 戸を対象とした周年の追跡調査に、
計 225 戸の栽培農家を対象としたフォーカスグループ調査24や他の利害関係者（科学者や市場
関係者）へのヒアリング調査を組み合わせて行われた。2003 年度は、同じワランガル地区を含
む 3 地区 28 集落、計 164 戸の農家を対象に調査が行われた。 
表 6 に明らかなように、従来の高収量ハイブリッド品種と比べても種子代が高く、殺虫剤削
減効果もわずかしかみられなかった。さらに、旱魃に見舞われた 2002 年度は Bt 品種の収量は




                                                          
21 L.Joensen and S.Semino, “Argentina’s torrid love affair with the soybean”, Seedling, October 2004: 5-10. 
22 マハラシュトラ州では根腐れ病などで 3 万ヘクタールが被害を受け、試験栽培中の北部諸州では葉巻ウ
イルスの被害に遭った。全国的には Bt 毒素が標的にしていない副次的害虫の被害を受けたという。天候
に恵まれた次年度は若干の改善がみられたものの、やはり開発企業の PR とはかけ離れた実態が繰り返さ
れた。L.C.Lim, “Broken Promises”, ISIS Press Release, December 5, 2004. 
23 A.Qayum and K.Sakkhari, Did Bt Cotton Fail Andhra Pradesh Again in 2003-2004?, Deccan Development Soci-








25 Centre for Sustainable Agriculture, The Story of Bt Cotton in Andhra Pradesh: Erratic Processes and Results, 
CSA: India, February 2005. 
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表 6: インド・アンドラプラデシュ州における Bt 品種綿花と従来品種綿花の農家経済効果 
    防除費用 
    
種子代
標的害虫 その他
総費用 単位収量 純損益 
Bt 品種 1,600 2,145 1,041 10,655 4.50 ▲1,295 
従来品種 450-500 2,310 1,100 9,564 6.90 5,368 
2002-03 年度
（225 戸） 
差 1,100+ ▲165 ▲59 1,091 ▲2.40 ▲6,663 
Bt 品種 1,469 1,516 778 12,030 8.27 7,650 
従来品種 445 1,964 670 11,127 8.00 8,401 
差 1,024 ▲448 108 903 0.27 ▲751 
小規模 1,031 ▲470 147 726 0.16 ▲571 
中規模 1,035 ▲408 90 907 0.51 ▲2,481 
2003-04 年度
（164 戸） 
大規模 988 ▲491 65 1,266 1.67 2,665 
注） 単位はそれぞれ，エーカーあたりのルピー（費用、損益）とキンタル（収量）。小規模農家は 5 エー
カー未満，中規模農家は 5～10 エーカー，大規模農家は 10 エーカー以上を指す。 









 アフリカ諸国で商業栽培に踏み切った GM 作物品種は南アフリカ共和国の害虫抵抗性綿花が
唯一である。同国では 1998 年から商業栽培が始まり、1,500 戸ほどの商業的大規模生産者が綿
花生産の 9 割以上を担う同国にあって、例外的に中小家族経営が綿花生産に従事しているクワ
ズールーナタル州マッカシニ地区の事例は、途上国零細農民の利益を実現した GM 作物として
注目されている。同地区では約 3,000 戸の小規模農家が綿花を栽培しており、2001 年度までに
9 割以上の農家が Bt 品種を採用したとみられている。 
1998～99 年度の 2 年間にわたって取り組まれたある実態調査27によると、98 年度は Bt 品種
栽培農家の平均収量は非栽培農家より 4％多く、99 年度はその差が 40％に広がった。種子費用
は 6～7 割高かったものの、防除費用が 3 割以上節約できた。98 年度は粗収益で Bt 品種栽培農




                                                          
26 K.S.Jayaraman, “Indian Bt gene monoculture, potential time bomb”, Nature Biotechnology, 23(2): 158, February 
2005. 
27 C.Thirtle et al., “Can GM-Technologies Help the Poor? The Impact of Bt Cotton in Makhathini Flats, KwaZulu-
Natal”, World Development, 31(4): 717-732, 2003. 
28 E.Pschorn-Strauss, “Bt Cotton and Small-scale Farmers in Makhathini: A Story of Debt, Dependency, and Dicey 
Economics”, a paper for Biowatch South Africa, April 2003.; A.deGrassi, Genetically Modified Crops and Sustain-
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後も定期的な放水がなされ、漁業や貯水池機能、土壌の肥沃化に重要な役割を果たしてきた。
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(4) 批判的検証作業の抑止 








年 10 月、安全基準を満たさないとして同農薬の登録が抹消されている。 
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研究助成から同氏を外すように働きかけていたことを確認し、科学専門家パネルの責任者に報
告、同会合を通じて一般に公表されるに及んだ。2003 年 7 月のことである。 
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る。だからこそ、倫理学者として農業倫理学を論じる P.B.トンプソン（Paul B. Thompson57）も、
雑草学や昆虫学の立場から農業倫理学に接近するジムダールや S.R.ラドゼヴィッチ（Steven R. 
Radosevich58）、J.A.ロックウッド（Jeffrey A. Lockwood59）らも、「倫理学」を広義に捉え、政
治経済学や社会学への配慮を忘れてはいないのである。 
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科学、環境科学、農工・食品化学、社会科学の 5 専門領域が交差した構成をとっている。2004
年に農業系の短大（高専）を合併したため、現在は 7,400 名のスタッフを擁する農業総合教育
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栽培面積の 8～12％でしか行われてこなかったため，作付面積が約 3 割に達している Bt 品種による削減
「効果」を計測するのは容易ではない。計算にいくつかの工夫を凝らした上で，同報告書はトウモロコシ











みられる。そのひとつが，全国食料農業政策センター（National Center for Food & Agricultural Policy: 
NCFAP）の報告書である。NCFAP はバイオメジャーや業界団体からの助成金を受けているため第三者機
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補論 2: 国内外の GMO規制制度 
 









も目が離せない。米国など一部の生産・輸出国は 2003 年 5 月、EU の GMO 規制政策を WTO に提訴した
が、貿易自由化を原則とする WTO 協定とカルタヘナ議定書との整合性が大きな論点となっている。しか





バイオテクノロジー応用食品特別部会（2000～03 年、千葉）で GMO のリスク分析に関する原則や安全性
評価指針などが議論されてきた。基本的な考え方は 1980 年代から OECD などで話し合われてきたが、実
質的な意味で国際的合意に達したのは今回が初めてである。その意味で、国際的合意のはるか以前から一
部の生産・輸出国の判断で栽培され流通・消費されてきた GM 作物・食品の存在をどう受け止めたらよい
















進められてきた。まず、GMO の閉鎖系利用（微生物）については指令 90/219/EC が、環境放出（試験栽
培＋一般栽培）にあたっては指令 2001/18/EC がそれぞれ適用される。GM 食品・飼料の安全性評価は、規
則(EC)1829/2003 によって定められているが、これに加えて規則(EC)1829/2003 と規則(EC)1830/2003 が義
務表示とトレーサビリティの原則を定めている。その実施細則はなお流動的だが、委員会規則(EC) 
641/2004 がこれを補完している。カルタヘナ議定書に準じて、国境移動を規制する規則(EC)1946/2003 も
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自に規制することにはきわめて消極的である。まず、USDA（動植物検疫局 APHIS）が連邦植物病害虫法
（Federal Plant Pest Act）および「規則 7CFR340」にしたがって、作物に対する害虫・雑草・病害の拡大を
防止する観点から GM 作物を規制することになっているが、当初の許可制から届出制（1993 年）へ、さ
らに認可を受けた GM 作物や類似の GM 作物を規制対象から除外する制度も 97 年に導入された。近年は
産業用・薬品用など新しい GMO の開発が進んでいること、とくに医薬品用に開発中の GM トウモロコシ
が大豆に混入する事件が発生した 2002 年以降は、環境影響評価や届出・除外申請手続きの厳格化が検討
されている。ただし、商品化後モニタリングの実施や栽培ガイドラインの徹底がなされないかぎり、原則
自由の「規制」制度に限界は否めない。食品安全性評価は FDA が連邦食品・医薬品・化粧品法（Federal 
Food, Drug, and Cosmetic Act: FFDCA）および 1992 年規制方針にしたがって、食品・食品添加物・飼料・
医薬品の安全性確保の観点から GMO を規制しているが、基本的には事業者による「自主規制」の立場に
立っている。2000 年に開発主体との事前協議制度が事前届出制に、自主表示がガイドラインに見直された
が、実質的な変化はみられない。EPA は連邦殺虫剤・殺菌剤・殺鼠剤法（Federal Insecticide, Fungicide, and 
Rodenticide Act: FIFRA）、連邦食品・医薬品・化粧品法（FFDCA）および有害物質抑制法（Toxic Sub-
stances Control Act: TSCA）にしたがって、農薬規制、農薬残留限度の設定、新たな微生物を所管する立場
から GM 微生物や農薬物質を発生する GM 作物、つまり Bt 品種を規制している。試験的使用や商業的利
用の許認可を行ってはいるが、関連する物質の多くは規制から除外されており、2004 年の全米科学アカデ
ミー報告書でも問題視されている。 
 
